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自然災害防止対策事業 事務事業評価シート

29年度(計画)

28年度(実績) 29年度(計画)

事業ｺｰﾄﾞ 事業名

184010 自然災害防止対策事業

暮らし

　事業概要　…上記目的を実現するための事業手法を記載すること

目的 自然災害の防止

対象 浅沢地区の市民

1

後援・協賛 補助・助成

27年度(実績)

市民参画の有無

市民協働の形態

実績 1 1

【 事後評価 】平成 28 年度 事務事業評価シート

総合
計画

分野

会計 款 項 目

一般 08 01 01

政策 2-3 防災危機管理体制の充実
施策 2 自然災害対策の強化

意図 災害を防止し安全を確保する
妥当である

見直し余地がある

○急傾斜地崩壊対策事業負担
　　岩手県が施工する急傾斜地崩壊対策事業に伴う事業費の一部負担

有
効
性

 成果の向上余地

 事業費・人件費の削減余地
事業費の削減余地がある

人件費の削減余地がある

どちらも削減余地がない

妥当でない

目
的
妥
当
性

 公共関与の妥当性

委託

公
平
性

県の計画に沿って進められる事業費の一部を規定により負担する
もので、適切な手段により実施している向上余地がある

向上余地がない

効
率
性

県の計画に沿って進められているものであり削減の余地はない
支払業務のみであり人件費の削減余地はない

対象外
適正である共催 実行委員会・協議会 事業協力・協定

③
計画

活動指標　（上記「事業概要」に対応） 単位 区分 28年度(実績)

②
計画

① 負担金支払回数 回
計画 1

実績

㎡
400.0 190.0目標

実績

190.0実績

27年度(実績)成果指標　（上記「意図」に対応） 単位 区分

成果指標
の達成度

目標値より高い ○ 概ね目標値どおり

③

② 進捗率（事業費） ％
目標

①

実績

施工面積

目標

実績 63.3

300.0

　成果指標の達成度の要因分析
 （新規事業及び成果指標を変更した場合は、その成果指標を設定した考え方、目標値の根拠を記載）

県が施行する工事で規模・内容（工法）等が適切に、かつ計画的に実施されており、事業費の一
部を負担することにより住民の生命・財産の保護を進める

県事業であることから県の計画に基づく

目標値より低い

66.9 85.8
72.9

建設省通知（H8.5.10）により負担している

 受益と負担の適正化余地 建設省通知（H8.5.10）により負担している

受益機会の見直し余地がある

費用負担の見直し余地がある

　総合評価　…上記評価結果の総括
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単位：千円 ○県単独急傾斜地崩壊対策事業負担金

↓
※建設省通知（H8.5.10）に基づく負担割合

○ ～

　

自然災害防止対策事業

210,000 H20－H29 4,000
H28事業費20,000×
20％

平成 28 年度 事業説明資料 【 】

項会計 款

事後評価
小原　仁 573担当係長 内線

《事業手法の詳細》…概略図による事業手法の詳細と事業費の内訳を記載すること。
【適宜、セルは結合して構わないが、結合した1つのセル内は１文章程度にとどめること。】

担当部署 部名 建設部 課名 道路課

27年度
決算額(A)

28年度
決算額(B)

29年度
現計予算額

決算額前年比
(B-A）

事業費
4,543 4,000 △ 543

箇所名
全体計画 H28市負

担金
積算

延長 高さ 主な工種 事業費 事業期間

浅沢 300ｍ 6ｍ 吹付法枠工

財
源
内
訳

国・県

地方債

△ 543

部重点施策における目標

年度〕事業期間

事業概要

○急傾斜地崩壊対策事業負担
　　岩手県が施工する急傾斜地崩壊対策事業に伴う事業費の一部負担

事業説明資料

県の計画に沿って事業実施する

意見・要望等の状況（市政懇談会や支所執務、議会答弁対応その他意見・提言等）

単年度繰返 期間限定 〔平成

事業開始の背景・経緯

水害など自然災害防止のための対策を進める

目

01

事業ｺｰﾄﾞ

184010

　平成１９年９月の豪雨により住宅地隣接法面が一部崩壊し、その後においても崩壊の恐れが
あったことから、県単急傾斜地崩壊対策事業が実施されることとなり、その経費についてガイド
ラインにより市が一部負担している。

一般財源 4,543 4,000

事業名

20 年度 平成 29

一般 08 01 自然災害防止対策事業

※特定財源の内訳

その他


